
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

各市で実施されている

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

なし
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,265 1,278 1,278 1,278

1,262 1,262

1

300 300 300 300

1,262 1,262

市からの広報だけでなく、市民からの広聴活動がますます重要となってくる。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 841

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 845

(千円)

16 16 16

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 4 3

0

⑷一般財源 (千円) 4 3 16 16 16

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

市政施行頃から行なわれていると思われる。市民に、市の情報を伝えることを目的に実施 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市政に関する情報が市民に伝わる。
市民の市政への参加が多く見込まれる。

13 13

11.30 25.70 30.00

記者会見の内容が新聞に掲載された回数 回 13 14 13

30.00 30.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

市政に関心を持つ。
①

市民アンケート(説明責任が果たされている
と思う割合)

％

②

14 13 13 13① 開催回数(年間) 回 13

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

毎月1回定例の記者会見を開催

＊平成22年度の変更点

なし

45,429 45,429 45,000 45,000① 市の人口 人 46,036

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市民

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

市長が、毎月1回報道機関を通じて、市民に市政に対する情報等を提供する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ２．文書広報費

電 話 番 号 0765-23-1015 基 本 事 業 名 多様な方法による市政情報の提供

１．総務管理費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 広田　雅樹 区 分 広報

広報広聴係 施 策 名 ２．広報・広聴の拡充 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 昭和30年以前 終了年度

政 策 名 第１節　市民との協働 款 ２．総務費予 算 書 の 事 業 名 1.広報広聴一般管理費 課 名 等 企画政策課

政策の柱
第５章　《経営戦略プログラム》”市民と行政が
一緒に考え、行動するまちづくり”

会計 一般会計事 務 事 業 名 定例記者会見事務 部 名 等 企画総務部

512012 予算科目 コード３ 001020102コード１ 01010300 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 51110060 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

なし

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 報道機関を通じて、市の情報を広く発信することは効果が大きい。
記者クラブの意見も参考にしながら、引き続き、効果的な記者会見の実施に努める。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

市民全体が受益者であり特定受益者はいない。

不要
適正化の余地なし

お茶代の経費のみ

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

余地なし。最小の業務時間で実施しており短縮は困難である。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

記者会見の概要をホームページに掲載する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

定例の記者会見の概要をホームページへ掲載することで、市政に関する情報がよりいっそう市民に伝わる。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ●

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

非
常
に
高
い

大

直結度大
説
明

市民に対し、市政に関する情報提供をすることにより、市民の意見形成に役立ち、市政への参画が期待できる。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

ＣＡＴＶ自主番組放送実施の各市設置

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

審議会では番組の内容についてある程度良い評価が得られたが、出演者の表情がまだ硬いとの意見があった。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

421 482 482 482

421 421

1

100 100 100 100

421 421

2011年のテレビ放送のデジタル化の流れの中で、高画質・高音質な番組制作、デジタル化により可能となるデータ放送の対応など研究していく必要があ
る。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 451

(千円)

61 61 61

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 30 0

61 61 61

0 0

⑷一般財源 (千円) 30 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0

⑵地方債 0 0

0

0 0

0

0

0

0

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成11年11月にケーブルテレビ放送を開始し、放送法により、放送事業者の番組審議会の設置が義務付けられているため。 (千円) 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

番組の質が向上し、市民が確実に分かりやすく行政情報を得られる。

68.00 68.00

62.90 62.40 63.00

市民意識調査満足度（市政情報を充分知る
ことができる）

％ 67.20 68.00 68.00

64.00 65.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

質の高い番組を提供する。
① ケーブテレビ加入率 ％

②

1 1 1 1① 開催回数 回 1

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

2月　CATV番組審議会の開催

＊平成22年度の変更点

なし

10,174 10,400 10,600 10,800① ケーブルテレビ契約世帯 世帯 9,844

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

ケーブルテレビ契約世帯

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

ケーブルテレビで放送している行政情報番組について、有識者から意見をもらい、番組の向上に努める。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ２．文書広報費

電 話 番 号 0765-23-1015 基 本 事 業 名 多様な方法による市政情報の提供

１．総務管理費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 広田　雅樹 区 分 広報

広報広聴係 施 策 名 ２．広報・広聴の拡充 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成14年度 終了年度

政 策 名 第１節　市民との協働 款 ２．総務費予 算 書 の 事 業 名 1.情報広聴一般管理費 課 名 等 企画政策課

政策の柱
第５章　《経営戦略プログラム》”市民と行政が
一緒に考え、行動するまちづくり”

会計 一般会計事 務 事 業 名 CATV番組審議委員会事務 部 名 等 企画総務部

512012 予算科目 コード３ 001020102コード１ 01010300 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 51110060 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

放送法により義務付けられた審議会開催経費のみであり適正である。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 有識者等からの意見を参考にして、質の高い番組を提供していくことは必要である。
ＣＡＴＶ施設の譲渡にあわせて、番組審議会の１本化を進めていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

CATV番組視聴者が受益者であるが、ＣＡＴＶによる行政情報の提供の重要性と併せ審議会開催経費のみであり、負担を
求めるべきものではない。

不要
適正化の余地なし

事業費は報酬のみでありこれ以上削減できない。

中･長期的
（３～５
年間）

審議会の廃止 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

最小時間での業務遂行で時間短縮及び人件費削減は困難

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

ＣＡＴＶ施設の管理運営等に関する今後の市の関与の仕方によりあり方を検討する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる他の事務事業はなし。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

効果向上の余地なし ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
放送法 ○

○

直結度中 ○

直結度小 ●

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

大

直結度大
説
明

CATVは、市政情報の広報媒体としては重要な位置を占めており、その放送の質の向上は欠かせない。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21

4/10



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

平成７年度から週１回放送として開始された番組「マイタウンメッセージ」（富山エフエム放送）は平成16年度から隔週放送となり、平成17年度からは
廃止された。現在は、平成９年度から週１回放送として開始された「マイシティにかわ」（新川コミュニティ放送）のみ放送されている。平成２２年４
月に魚津駅前のビルに新たにサテライトスタジオが設けられたことから、今後さらに市民に番組が周知されるもの期待される。

◆事業概要（どのような事業か）

市民への市政や市民生活等の情報が充実する。

富山市、高岡市、砺波市、黒部市、朝日町、入善町にて、ラジオ放送による行政情報の提供
を行っている。

番組内容等に関しては特になし。
把握している

把握していない

対
象

ラジオ番組「マイシティにいかわ」にて、行事案内・行政案内などを放送している。
放送は毎週金曜日午前7時45分から8時までの15分間。㈱新川コミュニティ放送による。

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,848 1,848 1,848 1,848

841 841 841 841

1

200 200 200 200

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 210

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 883

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,890

(千円)

1,007 1,007 1,007

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

平成７年度から、ラジオ放送による地域に根ざした情報発信を推進する目的で始まった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007

(千円)

0

0

1,007

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 1,007

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・市政に関する様々な情報が、市民に適切に伝えられている。
・市民のまちづくりへの関心が高まり、まちづくりについて市民が積極的に提案、参加するようになっている。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00 100.00① 対象指標②/活動指標① ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

780780 780 780 780

780 780 780

➡
活
動
指
標

番組の実際放送時間 分①

②

番組の予定放送時間 分 780 780

127,914 127,000 127,000 127,000① ２市２町の人口（富山県調３月1日現在） 人 129,086

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

ラジオ番組「マイシティにいかわ」の可聴地域（２市２町　魚津市・黒部市・入善町・朝日町）の住民

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 多様な方法による市政情報の提供

款

計画

２．総務費

区 分 広報

施 策 名 ２．広報・広聴の拡充

目

政 策 名

１．総務管理費

第１節　市民との協働

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

２．文書広報費

広報広聴係

３．負担金・補助金 ４．市直営

512012

一般会計政策の柱
第５章　《経営戦略プログラム》”市民と行政が
一緒に考え、行動するまちづくり”

会計

予算科目 コード３ 001020102コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 01010300

事 務 事 業 名 ラジオ広報事業

事 業 コ ー ド 51201202

部 名 等 企画総務部

課 名 等 企画政策課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.ラジオ広報事業

開始年度 平成7年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

・コミュニティFM放送を通じて親しみやすい市政情報やイベント情報の提供を行い、開かれた行政運営の実現と市民サービスの充実を図る。
・市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1015

広田　雅樹
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

放送料に係る経費のみであり、削減の余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在の業務内容は行事予定や出演者リストの作成業務等最低限のものであり、適切である。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

速報性、広域性をもつラジオ広報は、圏域情報の適切な市民への伝達と圏域行政に対する理解を深めてもらうため
には最適な媒体といえる。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

行政情報であり、市民に負担を求めるべきものではないと考える。

受益者負担を求めるものではない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

市政情報やイベント情報、災害情報を提供する手段の１つとして、ラジオ広報は有効である。
ただし、魚津市内の一部が可聴エリアになっていないことかが課題である。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

県内全市で市政についてテレビ広報は行っている。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

放送番組審議会では、番組の内容についてある程度の良い評価が得られたが「まだ番組構成がかたい。もっと親しみをもてるように」との意見もあっ
た。 把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

10,599 6,069 6,069 10,120

1,233 1,233

2

300 300 300 300

1,233 1,233

2011年のテレビ放送のデジタル化の流れの中で、高画質・高音質な番組制作、デジタル化により可能となるデータ放送への対応など研究していく必要が
ある。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 2,892

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 11,886

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 19,764

(千円)

4,836 4,836 8,887

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3 2 2 2

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 7,878 9,366

0

⑷一般財源 (千円) 7,878 9,366 4,836 4,836 8,887

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成11年11月のNICE　ＴＶ開局にあわせて行政チャンネルを設け、映像と音声による市政情報を提供することなった。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・市政に関する様々な情報が、市民に適切に伝えられている。
・市民のまちづくりへの関心が高まり、まちづくりについて市民が積極的に提案、参加するようになっている。

50.00 59.10 65.00 65.00 65.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

・手軽に市政情報を得ることができる。
①

情報番組を視聴している割合（アンケート
調査）

％

②

43,800 43,800 43,800 43,800① 情報番組の放送時間 分 64,800

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

①番組「まちかど魚津」及び議会再放送番組の制作委託（NICETVに制作委託）
②番組「まちかど魚津」のとりまとめ
③番組「まちかど魚津」の放送
＊平成22年度の変更点

なし

10,174 10,300 10,400 10,500① ケーブルテレビ契約世帯 世帯 9,884

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

ケーブルテレビ契約世帯

◆事業目的・概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

ケーブルテレビを通じて親しみやすい市政情報の提供を行い、開かれた行政運営と市民サービスの向上を図る。
市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ２．文書広報費

電 話 番 号 0765-23-1015 基 本 事 業 名 多様な方法による市政情報の提供

１．総務管理費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 南塚　紀子 区 分 広報

広報広聴係 施 策 名 ２．広報・広聴の拡充 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成11年度 終了年度

政 策 名 第１節　市民との協働 款 ２．総務費予 算 書 の 事 業 名 4.テレビ広報事業 課 名 等 企画政策課

政策の柱
第５章　《経営戦略プログラム》”市民と行政が
一緒に考え、行動するまちづくり”

会計 一般会計事 務 事 業 名 テレビ広報事業 部 名 等 企画総務部

512012 予算科目 コード３ 001020102コード１ 01010300 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 51201203 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

現行では県内他市と比較してほぼ同水準の料金設定となっている。デジタル料金の設定については近隣市町村の動向を
参考にする必要がある。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 放送のデジタル化、チャンネルの１本化の検討が必要である。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

現在のデジタル加入の場合の料金設定は多少の割高感がある。より多くの市民がデジタル化の恩恵を受けられるような
市長料金の設定が望まれる。

不要
適正化の余地あり

現状の対象と意図は適切であり、見直しの必要なし。

中･長期的
（３～５
年間）

デジタル放送化を見据え、どのようなサービスが提供できるかNICE TVと検討する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの必要なし。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

番組審議会等の意見を取り入れながら、市民にわかりやすい情報を提供し、視聴率向上
を目指す。

コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの必要なし。 ○

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

番組審議会の意見や視聴者アンケートなどによる市民ニーズを踏まえた番組企画に務めることにより、より多くの市民
の市政への関心や理解を深めることができる。

④ 公平性 ○ 適切 ● 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの必要なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○

●

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当 ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

○

直結度中 ○

直結度小 ●

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

大

直結度大
説
明

映像によるテレビ広報は市民にとって親しみやすいものであり、市政情報を提供し市政に対する理解を深めてもら
うために適切な広報媒体といえる。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

90,000

実 施 方 法

インターネット利用者向けに、インターネットを活用して市政情報の提供を行い、開かれた行政運営と市民サービスの向上を図る。
また、インターネットのもつ双方向性機能を生かし、市民の市政に対する要望、提案等、市民のニーズを的確に把握し、市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境
づくりを進める。
また、インターネットを通じ、魚津固有の地域資源を広く紹介し、内外に魚津市をアピールする。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1021

池田　英史

課 名 等 総務課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.インターネットホームページ事業

開始年度 平成8年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 01030300

事 務 事 業 名 インターネットホームページ事業

事 業 コ ー ド 51201204

部 名 等 企画総務部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

512012

一般会計政策の柱
第５章　《経営戦略プログラム》”市民と行政が
一緒に考え、行動するまちづくり”

会計

予算科目 コード３ 001020102コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

２．文書広報費

情報政策係

３．負担金・補助金 ４．市直営

項

款

計画

２．総務費

区 分 広報

施 策 名 ２．広報・広聴の拡充

目

政 策 名

１．総務管理費

第１節　市民との協働

① 国内インターネット利用者数 千人 88,110 90,910 92,000 94,000

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

96,000

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

①インターネット利用者
②インターネットを利用する市民

◆事業概要（どのような事業か）

インターネットを利用する市民（市人口に
国内人口127,000千人に対する国内インター
ネット利用者数の割合を乗じた数値）

基 本 事 業 名 多様な方法による市政情報の提供

人 31,914 32,928 33,323 34,047 34,772

➡
活
動
指
標

定期更新件数及び新着情報提供件数 件①

② ライブ配信件数 件

120 120 120 120

3 3 3

120

3 3

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 魚津市ホームページ年間アクセス件数 件 400,000 410,000

46,721 80,000

340,000

65,000件 51,768

0

(千円)

0

0

平成8年度から、一般社会に整備され始めたインターネットを利用し、行政の情報をタイムリーに市民に提供するため、開始されている。 (千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

275,183 297,219

魚津市携帯ホームページ年間アクセス件数

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

(千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・市政に関する様々な情報が、市民に適切に伝えられています。
・市民のまちづくりへの関心が高まり、まちづくりについて市民が積極的に提案、参加するようになっています。ただし、魚津
市ホームページ上で受け付けている市長への手紙は、企画政策課にて管理しています。

0

0 0⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円) 0

0 0

0

3,119

360

2,759 2,759 2,759

360

3,119

360465 425

(千円) 3,1193,544

3,119⑷一般財源 2,652

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

3,117Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 8,163

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,046

5

1,200 1,200 1,200 1,200

5 5 5

8,590 8,165 8,165 8,165

5,046 5,046 5,046 5,046

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・週間、月間行事の定期更新及び各課の新着情報の提供　・既存情報（固定情報）の追加、修正、削除等　・バナー広告の掲載
・蜃気楼等の映像のライブ配信　・携帯ホームページの開設　・メールマガジンの配信　・CMSの運用　・ホームページ作成基準
作成
＊平成22年度の変更点

・CMS更新
・ホームページリニューアル

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

・市民が必要とするときに、必要な情報を入手することができる。
・市は、市民からの要望、市政への提案やニーズの把握をすることができる。

・バナー広告掲載状況なし。
把握している

把握していない

インターネット回線の高速化及び低料金化が著しく、各家庭への普及率も格段に向上してきた。
OSの進歩やWebブラウザの多様化、また、アクセシビリティやユニバーサルデザインへ注目が集まっていることからも、インターネットの利便性はますま
す向上すると考えられる。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

インターネットによる市政情報の発信等は、市民生活にも大きな利便性の向上をもたらすものであり、今後も継続
的に実施する。今年度は、ホームページのリニューアルを予定しており、市民により親しみやすいサイトになるよ
うに努める。また、携帯電話等の移動系端末を活用した市政情報等の提供にも努めたい。

● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

（平成

ホームページ上で提供する行政情報の対象は、一般のインターネット利用者であるため、特定受益者はいない。

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

21

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

ホームページ上で提供する行政情報の対象は、一般のインターネット利用者であるため、特定受益者はいない。

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

11．事務事業実施の緊急性

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

インターネット利用者の数は、増加の一途をたどっており、生活の一部として定着してきている。
インターネットを通じた情報・サービス等の提供への期待は高まっていると考えられる。

●

●

② 有効性

○

○

あり
説
明

ホームページの閲覧者にとって、より見やすいサイトになることを目指し、サイトの構成を見直す必要のあるページも
ある。
ホームページのなかで、各課で管理するページについては、部署によって更新頻度に差が見らる。

○

根拠法令等を記入

なし

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

○

説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性

【有効性の評価】

適切

コスト削減の余地あり

○

適切 ●

③ 効率性 ●

●

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

成果向上の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切 ○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

事務事業の内容として、更新作業等の定期的作業も多く、業務時間の削減は困難である。
また、新規コンテンツの作成とあわせ、既存のサイトについても常に見直しの対象としており、業務時間の削減は想定
できない。

各課管理用ホームページ作成支援ソフトの更新を行う。

【効率性の評価】

コストと成果の方向性

○

●

○

終了 ○ ○廃止○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現状の事業費の内訳として、稼動中のシステムのリース料や保守料等の必要最小限のものに限られている。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

年度

④ 公平性

○

平
均

大

継続して、視覚及び色覚的な観点も含め、Webアクセシビリティを意識したサイト構成
への取り組みを行う。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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